
働き方改革の現場での実践

求められる環境整備について

（一社）日本建設業連合会

平成３０年３月１２日



他産業との労働時間格差の拡大

■年間2,100時間前後で推移しており、全産業に比べ、年間300時間超の長時間労働となっ
ている。その大きな要因は出勤日数が多い（休日の取得が少ない）ことにある。

労働時間と出勤日数の比較
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1.適切な工期設定の運用 

2.間接工事費の補正 

3.契約条件化による試行工事発注 

4.適切な工期変更（延伸）の運用 

7.次年度入札へのインセンティブ 

5.設計労務単価の引き上げ 

8.選択制による試行工事発注 

6.工事成績評定のプラス評価 

9.その他 
N=350 

■日建連では昨年12月「週休二日実現行動計画」を策定し、２年で４週６休、５年で４週８休
の目標に向けて取り組んでいるが、現場における週休二日は工事開始時に４週６休以上
の休日設定した現場は約４割にとどまり、うち約７割は予定通り休めていない。

■国をはじめ発注者におかれては、モデル工事の拡大とともに、適切な工期設定、間接費
や労務費の補正などにより、現場での取組みを後押ししていただきたい。

週休二日の本格導入に向けた環境整備

N=343
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現場アンケート：回答350現場
（複数回答）

週休二日を確保するために効果が大きい施策

工事開始時の休日設定

週休二日実現行動計画【基本フレーム】



建設キャリアアップシステムの構築
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建設キャリアアップシステムのメリット

４

（国土交通省資料より）



i-Constructionの推進①

■週休二日をはじめとする働き方改革を進めるためには、生産性の向上により、その原資
を確保する必要であり、i-Constructionや技術開発の推進が重要。そのため、国が推進
役となり、新技術導入促進費やPRISMによる予算を確保していただきたい。

■また新技術を導入しやすい入札制度や施工段階の環境整備を進めていただきたい。

予算の確保 新技術を導入しやすい入札制度等

これら予算を活用して公共事業の
イノベーションを推進

（国交省資料より）

５



i-Constructionの推進②

■現場の生産性向上を図るため、業務の効率化に効果の高く、受発注者の負担軽減につ
ながる書類の簡素化（ペーパーレス化） 、Webカメラ等のICTやISO（品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）
の活用等を通じた監督・検査業務の効率化が求められる。

書類の簡素化 Webカメラ等を活用した監督・検査業務の効率化

６

写真

測定結果など

ウェアラブルカメラ、i-Padにより画像、

写真など撮影

【データ共有】

撮影した写真、画像は共有

サーバーで情報共有

【リアルタイム】

wi-Fi環境により画像

を確認

ISOを活用した監督・検査業務の効率化
（国交省資料より）

（国交省中部地整の取組みより）


